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Web構築支援システムの詳細設計

～ガイドラインの現状とモジュール実装への課題

市川尚・鈴木克明（岩手県立大学）

本研究は,Web構築システムを栂成するガイドラインモジュール実装のために，個人情報保護条例と教育

機関から公開されているガイドラインの現状を分析し、一般的な枠組みの作成を試みた。ガイドラインの枠

組みは、1)目的、2)利用形態、3)情報モラル（ネチケット、著作権、個人情報保護、セキュリティ、有

害情報)、4）運用／管理、5）接続／開設となった。また、EPSSに基づいて設計されたWeb構築支援システ

ムの栂成要素に、ガイドラインモジュールを組み込むためのアプローチを検討した。その結果、「レファレ

ンス」はガイドラインモジュールの情報をWebの点検がしやすい形に整理して提供し、「アドバイザー」は

ユーザの状況に応じた作業手順やガイドライン情報を提供し、「トレーニング」はガイドライン作成のため

の教材などを提供し、「ツール」では、素材への著作権情報を付加したリンク集やテンプレートを提供する

ことにした。
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1．研究の目的

筆者らは、新しい教育メディアである

Webの有効利用を促進するために、Web構築

支援システムを開発する研究を行っている

(市川・鈴木、1999a)。システムで提供する

情報を「ユーザビリテイ」「発信内容」「ガイ

ドライン」の3つのモジュールに分割し、市

川・鈴木（1998）では、Webを使いやすいも

のにするためのユーザビリテイの側面につい

て調査した。また、市川・鈴木(1999b)で

は、発信内容の調査に基づいて、公開目的の

分類枠を提案し、内容面のアドバイスを公開

目的に応じて行うための基本的枠組を作成し

た。

本研究では、Web構築支援システムで用い

るモジュールの一つである「ガイドライン」

について、その現状分析を行い、実装するに

当たっての課題について検討した。

2．ガイドライン

文部省（1999）はガイドラインを、「都道

府県、市町村、学校等が策定した、インター

ネットの利用や個人情報の取り扱いに関する

もの」と定義している。学校の内外への情報

公開の区分、個人が特定されない配慮、実践

前の慣らし運転期間の導入、モラルや著作権

などの点を踏まえて作成する必要があるとし

ており（文部省、1998a)、規約的な意味で捉

えている。海外ではWebユーザピリテイの側

面をも含めてガイドラインと呼ぶ（市川・鈴

木、1998)が、本研究では文部省の定義に従

って「ガイドライン」という用語を使用す

る。

ガイドラインは、各学校が接続するプロバ

イダーの「利用規定」や自治体の「個人情報

保護条例」を考慮しながら、学校の実態にあ

ったものが作成される(佐賀県教育センター、

1999)。文部省(1998a)は、インターネット
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利用に伴い、子どもたちの人権や情報モラル

に関わる留意事項を考えるために、各学校や

教育委員会においてインターネット利用ガイ

ドラインの作成が必要であるとしている。ま

た、学校へインターネットを導入するための

ガイドブック（文部省、1998b)では、学校

のインターネット利用にあたり、利用目的を

明確化してガイドラインを整備する必要があ

るという立場をとっている。

3．個人情報保護条例とWeb構築

自治体によっては、学校のWebが個人情報

保護条例に抵触するという問題が生じてい

る。個人情報保護条例とは、「個人に関する

情報が、本人の知らない間に収集、蓄積、利

用されたり、誤った情報が利用・提供される

ことのないよう、個人のプライバシーを保護

する目的で制定されたもの」（横浜市教育委

員会、1998)である。Webが個人情報保護条

例に抵触するのは、条例の中でも主に､電子

計算機と外部とのオンライン結合の禁止と、

特定の個人が識別できるような情報を外部へ

提供することの制限の2つである。

オンライン結合の禁止は、住民登録などの

情報をコンピュータで管理するようになった

昭和50年代初め頃から制定されてきたが、そ

れがインターネットに接続する場合にも適用

されると解釈されることがある（文部省、

1998a)oWebは常時オンライン接続が基本で

あるため、この条例がそのまま適用されれば、

公開ができないことになる。本人と保護者の

承諾があっても、はなから禁止にするのは、

自己に関する情報の流れを管理できる権利と

しての個人情報保護条例の主旨からもはずれ

る。外部接続の禁止を定めている自治体の推

移（自治省、1999）は、1997年で572（全体

1312)、1998年で565(1407)、1999年では525

(1529）団体となっており、条例を制定する

団体が増加傾向にあるのに対し、オンライン

結合禁止が逆に減少しているところからも、

現在の高度情報通信社会の環境には、そのま

ま適用できなくなってきたことが読み取れ

る。

－方で、個人が特定できる情報を外部へ提

供することの制限（プライバシーの保護）に

ついては、Webが不特定多数への発信となる

性質上、子どもを守るという観点からも重要

である。ところが、提供して良い個人情報の

範囲は、条例の解釈によって地域差が出る場

合があり、これがWeb構築において混乱を招

く。自治体の個人情報保護条例を踏まえて、

教育委員会がその地域にある学校に対してイ

ンターネット利用ガイドラインを提供してい

る事例を見ると、横浜市教育委員会（1998）

は、原則は禁止だが目的に必要な場合は「氏

名」を掲載できるとし、東京都目黒区教育委

員会(1999)は「原則として姓を用い、名は

使わない｣､､また、東京都世田谷区教育委員

会（1999）は、生徒の作品や活動の成果に併

記する場合に限って氏名を公開できるとして

いる。

イ固人情報保護条例については、3例とも

｢電子計算機結合の禁止」や「外部提供の制

限」について、ほぼ同様の記述になっており、

ガイドライン化する際に地域によって解釈の

仕方が異なることを裏付けている。逆に、3

つのガイドラインとも、顔写真については個

人が特定できないような集合写真を用い、ま

た、発信の際には保護者と本人に承諾をとる

ように定めていることなど、共通の解釈が成

立している場合もある。Web構築者にとって

は、自分の地域の状況をまず知る必要があり、

教育委員会等からインダーネット利用のガイ

ドラインが公開されているところは良いが、

条例のみ存在する地域や条例がない地域は、

何が発信できるのかが明確でないため、個人

情報の扱いについて注意する必要がある。

東京都世田谷区教育委員会（1999）は、個

人情報の取り扱いを表lのように明確に示し

ており、Web構築においてどこまで発信でき
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表1．個人情報の取り扱い（東京都世田谷区教育委員会，1999）

｢特定の相手」とは、インターネットによる交流を提携した相手方とする

｢不特定の相手」とは、「特定の相手」以外の相手方とする

るかの確認が容易である。また、三重大学教

育学部附属中学校（1998）では、不特定多数

に個人情報を公開する場合のみ保護者の承諾

をとるなど、公開範囲と個人情報の有無によ

って公開の手続きを変え、なるべく手続きを

簡単にして情報発信や更新を促進している。

佐賀県教育センター(1999)は、これつと

プラン参加校へガイドラインに関するアンケ

ート調査を実施した。その結果と先行事例を

踏まえ、インターネット利用の情報モラルを

①ネチケット、②著作権、③個人情報保護、

④セキュリティ、⑤有害情報の5つの指導項

目に分類し、利用場面を1）ホームページの

利用、2）ホームページの作成、3）電子メ

ールの利用、4）チャット・電子掲示板の利

用、5）オンラインソフト・データの利用、

6）ネットワークの管理とした、ガイドライ

ンマトリックス（利用場面6×指導事項5）

を提案した（表2）。マトリックスには、利

用場面において、教師が児童生徒に対して行

う指導事項と留意事項を挙げたガイドライン

の骨子が、兵庫県インターネット利用推進協

力者会議(1998)などを参考に示されてい

る。

市川・鈴木(1999b)のWeb公開目的の分

類枠（表3）に、ガイドラインマトリックス

4．ガイドラインの現状

文部省の調査によると、1999年3月現在で

ガイドラインを規定している学校が5027校

(全接続校の37.3％）に昇っている（文部省、

1999)。また、文部省指定の平成9．10年度

インターネット利用実践研究地域指定事業に

おいて、兵庫県インターネット利用推進協力

者会議（1998）は、「インターネット利用の

ガイドライン」を作成している。

現行のガイドラインには、情報モラル、運

用管理、接続開設、公開目的・利用形態、改

訂などの側面が規定されている。

(1)情報モラルの側面
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特定の相手 不特定の相手

個人情報の項目 送信． 受信 送信 受信

児童・生徒の氏名 ○ ○ 、△(M) △（舎1)

学年・学級名 ○ ○ △CD △（倉1）

生年月日 ○ ○ × ×

性別 ○ ○ × ×

自分の考え ○ ○ × ×

日常生活 ○ ○ × ×

趣味・特技 ○ ○ × ×

作品（氏名併記） Ｑ
ｑ ○ ○ △CD △CD

作品（氏名無し） ○ ○ × ×

写真（個人） ○ ○ × ×

写真（集合） ○ ○ △（壷2） △（･2）

(注）○は可、×は不可、△は条件により可、記録についても同様とする。

CD教科やクラブ・部活動等における児童・生徒の作品や活動の成果に併記する場合

(資2）氏名を併記しないで集合写真としてだけの場合
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表2．ガイドラインマトリックス（佐賀県教育センター，1999）

顕扇憲一塑翌
1ホームページの利用

2ホームページの作成

3電子メールの利用

4チャット

･電子掲示板の利用

5オンラインソフト

dデータの利用

6ネットワークの管理

ネチケット

．’I的に細った愉級利

川をする

．愉似促供櫛への感謝

とお礼を忘れない

･怖剛発伽の剛Kを持つ

．ll的や吋映をIﾘl剛に

愈織したm慨紐伽を
する

･兄る人の砿瑚にfっ

た愉側苑1.{をする

･他人に兄られてI付る

内群は1Fかない

･適切な災現を心がける

．1.1分の考えをiKしく

炎現する

･多段の人に見られること

を考幽した発riをする
。踊題に柵った苑｢iをする

･祷蝿稀の肝I'『を1$て

ダウンロードする

･使川条件を遵‘がする

･ルールやマナーの適切

な研惟や指瀞を行う

･モラルの向上に努める

著作権

･他人の将作物を使川

する場介は，昨弼が必

濯である

・1.1分の作胤を仇川する

・他人の肝作物を勝訴

に侠川しない

･鵬下にリンクを継走

しない

・メールの将作楢は琵

i,i将にある

･党‘i内評の務作権は

.i荷にある

･使川条件を遵守する

･イi価ソフトの途法．

ピーをしない

･迩法コピーがないよ

うに卿#する

･その他滞作権侵蒋が

篤いように監視する

個人情報保睡

･関然に知i;側た個人

愉慨を鏑：荷に期ら

さない

･個人を蒋定できる愉

慨を掲叔しな晩

･敬if効果が似められ

る個人↑＃側について

はその限りではない

･プライバシーの腿w

をしない

．他人の個人愉慨を脇

手に送らない

･個人を蒋定できる淵

報を掛叔しない

･個人愉慨を含むデー

タを公閲しない

．偶陰に取側した個人デ

一夕を鋪.§打に鯛らき

ない

･パスワードの梼即を

僻靭撤厳する

．個人愉綴の剛洩が擬い

ように柑猟･符印する

．..i:秘侭猫を巡守する

セキュリティ

･イⅧl息にファイルやデ

一夕を受け取らない

・セキュリティホール

になる火行ファイル

を勝乎に作成しない

･パスワードを他人に

救えない

･イ《称なメールを不川

愈に1Mかない

･パスワード群を0岬き

込まない

･ファイルのダウンロ

－ドについては管理

折の締pJを縛る

･内部の不i!i使川が雛

いように術櫛する

，外郎からの催人によ

る俄餓や破壊を防ぐ．

有害情報

･イi秤愉慨の側画策Ik

を折灘する

･イi謀愉慨を兇つけた瑚

合の巡絡を推筋付ける

･牧行II的愈外の怖慨

苑ｲ.をしない

・リンクを投定すると

きにばページの内群

を1分に雛,似する

・見知らぬ人からのメ

一ルは小川鰯に側か

ない

･遡侶の秘密、‘『秘稚

荷を遵Yする

･イリⅡ産に参加しない

･テーマの内容を砿遡

する

･内群の分からないデ

一夕はダウンロード

しない

・フィルタリングソフ

ﾄ群でｲ『将愉慨吋策

を撫じる

表3．Web公開目的分類枠（市川・鈴木,1999b)

情報主体 A B C
レベル

公開目的 子ども 教師 共同体（一般）

[学校］
1

広報
広報

2

デジタルアーカイヴ
学習記録 実践配録 活動記録

[授業(学級・教科)］
3

コラボレーション
共同学習 共同指導(研究） 交流活動

4

収集
ガイド リンク集 活動情報源

[個人］
5

個人情報

(表2）の6つの利用場面を当てはめると、

1）ホームページの利用は、Web上のリンク

をたどる「収集」に関連する。2）ホームペ

ージの作成は、「広報」や「アーカイヴ」に

対応する。3）電子メールの利用は、Web上

にメールアドレスを公開して返事をもらい、

また、4）チャット・電子掲示板の利用は、

Web上に設置するなど、「コラボレーション」

的な発信に位置づく。5）オンラインソフ

個人のページ

ト・データの利用は、ホームページを介して

ダウンロードする等、「収集」と対応する。

6）ネットワーク管理は、公開目的の分類枠

には該当しないが、Web構築の前提となる部

分である。つまり、Web構築のためのガイド

ラインは、2）ホームページの作成の項目だ

けでなく、ガイドラインマトリックス全般に

渡る指導・留意事項が関わることがわかる。

このマトリックスは、目的や利用場面に応
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じたWeb構築を支援するシステム（市川・鈴

木、1999a)にとって、参考になる部分が多

い。さらに、Webを学習ツールとして使用す

るときに、教師だけでなく児童生徒が指導項

目（情報モラル等）を知っている必要があり、

それらをどう指導していくかについて計画す

る際にも参考になる。

（2）管理・運用の側面

Web構築支援に必要なガイドラインの第二

の側面は管理・運用の側面である。学校組織

としてWebを運用することによって、情報教

育担当教員に過剰な負担がかかっている点や

少人数では十分に対応しきれない学校がある

という問題を解消でき、責任の所在が明確に

なる。例えば、三重大学教育学部附属中学校

(1998)では、校長を全体の総括責任者とし

て位置づけ、その下に運営委員会を組織して

おり、Webの公開・更新・削除の手続きや

問題発生時の対応が詳細に記述されている。

また、個人情報の扱いでは、保護者へのイン

フオームドコンセントの考えを基本に据え、

保護者へ説明し承諾を得るという手順力確立

されている。その手順は、公開の範囲や発信

内容によって、異なったものが用意されてい

る。

（3）接続・開設の側面

学校は公的機関であり、Webの接続・開設

にあたってのガイドラインが必要となる。例

えば、横浜市教育委員会(1998)は、インタ

ーネットの接続やWebの開設に関する、公的

と私的な扱いを規定している。学校を開設主

体とする公的なページは、教育委員会のサー

バに置くことが義務づけられ、私的なページ

は学校の公的な名称を出すことが禁止されて

いる。

（4）公開目的・利用形態の側面

目的や利用形態によって、ガイドラインの

守るべき項目が変わってくると考え、ガイド

ラインで目的などを明示しておくように規定

している例がある。滋賀県長浜市立北中学校

(1998）は、ガイドラインの競初に、利用の

目的や形態を検討している。

(5)ガイドラインの改訂・公開の側面

ガイドライン自体の改訂や公開についての

手順を明確にしている例もある。東京都目黒

区教育委員会(1999)は、1997年度から実験

校を指定して、インターネット活用の研究を

行っている。研究結果を踏まえ、1999年6月

からインターネット利用に関する新たな要綱

を施行している。

上記の検討をもとに、一般的なガイドライ

ンの枠組みを整理した。それを表4に示す。

表4．ガイドラインの枠組み

■目的

■利用形態

■情報モラル一佐賀県教育センター（1999）

①ネチケット

公序良俗に反しない、誹誇中傷しない

②著作権

著作権を侵害しない、著作物の許諾、著作

権情報の表示、肖像権を侵害しない、他人

のページへのリンク

③個人情報保護

原則は掲載しない、保護者・本人の承諾、

公開範囲(氏名・写真・住所等)、期限の設

定、受信した情報の取り扱い、〈状況によ

る変化あり＞

④セキュリティ

情報の漏洩防止、セキュリティホール、ウ

ィルス

⑤有害情報

有害な発信をしない、不適切なページへリ

ンクしない

■管理／運用

公開・更新・削除の手順、日常管理、組織の

設置（責任者)、意見・要請への対応

■接続／開設

インターネット接続の方法、公的・私的な

Webの開設・禁止事項

■その他

ガイドラインの改訂．公開、教師による指導

の徹底
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5．Web構築支援システムの概要

Web構築支援システムは、Electronic

PerformanceSupportSystem(EPSS)の基

本的な枠組み(Gery，1991)を参考に股計し

た（市川・鈴木、1999a)。主要な構成要素を

図1に示す。

．「レファレンス」は、3つのモジュールの

情報が入った知識ベースである。インターネ

ット上の関連情報へのリンクも提供する。

.「アドバイザー」は、ユーザの状況や要望

を選択させ、それに応じて最適な情報や、情

1

報へのリンクを提示する。

．「トレーニング」は,Web構築に関連した

教材群を、ユーザの要望やレベルに合わせて

提供する。

．「ツール」は、テンプレート、HTMLコー

ドやリンク検証ソフト、インターネット上の

各種素材集へのリンクなどを提供する。

．「用語集」は、専門用語の解説を行う。

.「HELP」は、機能説明をする。

．「履歴」は、ユーザが自分の履歴を参照で

きるようにする。

Web構築支援システム

ユーザ

(履歴）

円ELP

レファレンス

アドバイザー

ﾄレーニング

ツール

用語集

アドバイ

ザーから

関連項目の

相互参照

図1．Web構築支援システムの構成要素

6．ガイドライン実装へのアプローチ

EPSSの枠組みでガイドラインについての

ノウハウをWeb構築支援システムに組み込む

ためには、以下のようなアプローチが効果的

であると思われる。

(1)レファレンス

ガイドライン項目を、著作権や個人情報な

ど開発者が既存のWebを点検しやすいカテゴ

リにまとめて提供する｡個人情報については、

公開すると条例に抵触する可能性が高いも

の．あいまいなもの．低いものに分類した表

を提供する。それぞれの学校に適合したWeb

が構築できるように、できるだけ多くの事例

を提供する。誰でも安心して使用できる個人

情報保護条例に違反する可能性の低い安全な

サンプルガイドラインを提供する。ガイドラ
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インの変化に柔軟に対応するために、ガイド

ライン情報の更新が容易になるように整理す

る。他のモジュールとの関係を明確にし、お

互いの関連情報をすぐに参照できるようにリ

ンクを設定する。

(2)アドバイザー

Web構築診断機能を設け、いくつかの質問

によってユーザの状況（目的・利用形態）を

判断し、作業手順を示したり必要なガイドラ

インの情報を厳選して提供したりする。

(3)トレーニング

ガイドラインや個人情報保護条例について

の理解を深められるようなQ&Aやクイズな

どを用意する。ガイドラインが無い学校のた

めに、ガイドライン作成教材も提供し、実際

に作成してもらう。作成後は、それに従って

学校Webの開発を円滑に進めてもらう。

(4)ツール

Web構築のためのテンプレートなどをツー

ルとして用意する。著作権情報を付加した素

材集へのリンク等も提供する。

7．今後の課題

本研究では、Web構築支援システムを構成

するモジュールのひとつであるガイドライン

について、個人情報保護条例と教育機関から

公開されているガイドラインの現状を分析

し、一般的な枠組みを作成した（表4）。さ

らに、現状分析に基づいて、Web構築支援シ

ステムにガイドラインモジュールを実装する

ためのアプローチを検討した。

今後の展開としては、Web構築支援システ

ムの設計開発を進め､実用化していくために、

システムの信頼性・妥当性・有用性を実証的

に検討していく予定である。
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DetailDesignofASupportSystemforSchoolWebDevelopers!

AcceptableUsePoliciesanditsmoduleimplementation

ICHIKAWA,HisashiandSUZUKI,Katsuaki(IwatePrefecturalUniversity)

Thepurposeofourstudywastoanalyzethestatus-quoofJapaneseschools'AcceptableUsePolicies

(AUP),oftencalledtheGuidelineinJapan,fortheInternetuses,sothatAUPmoduleofthesupportsystem

forschoolWebdeveloperscanbedesignedindetail.ItwasidentifiedthatourAUPmoduleshouldcoverat

leastfiveaspects!(1)Webusepurposes,(2)theInternetenvironment,(3)informationmoral,suchas

netiquette,copyright,personalinformationprotection,security,andprotectionfromharmfulinformation,(4)

management/administration,and,(5)Siteestablishment.BasedontheEPSSframework,theAUPmodule

shouldprovide(1)Referenceswithvariousexamples,(2)Advisesaccordingtouses'needs,(3)Training

tobetterunderstandandcreateAUPfortheuser'sschool,(4)ToolsforimplementingAUP,(5)Glossary,

(6)Help,and(7)Workhistoryrecord・Futuretaskstodevelopavalidandusablesupportsystemare

discussed.

Keywords:Web,theInternet,acceptableusedpolicy,supportsystemfordevelopment,EPSS
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